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鹿島市空き家等の適正管理に関する条例案要綱 

 

少子高齢化や過疎化など昨今の社会情勢により、鹿島市内においては空き

家が年々増加しています。その空き家は、相続人などがあっても居住されず

管理不全な状態のまま放置され、時間の経過とともに危険な状態となり、そ

れを起因とした事故又は事件により、周辺住民に危害を及ぼすことが考えら

れます。 

また、危険な状態を放置することにより他人に損害を与えることとなれば、

その所有者等が法的な責任を問われることとなるため、適正な管理を促すこ

とが必要となってきます。 

このような背景のもと、当市では危険な状態にある空き家等への対策とし

てこの条例を制定するものです。 

 

第１ 目的 

この条例は、危険な状態のまま放置されている空き家等について、そ

の危険な状態の解消を図ることにより、当該空き家等に係る倒壊事故、

犯罪、火災その他の事故又は事件を未然に防止し、市民の安全で安心な

暮らしの実現に寄与することを目的とすること。   （第１条関係） 

 

第２ 定義 

１ 空き家等 

土地に定着し、又は定着していたものであって、柱、壁その他の支え

により立っている状態にある工作物のうち、次に掲げるものとすること。 

 ⑴ 常時無人の状態にある住家、事務所、小屋、工場その他の建物 

⑵ 明らかに管理されていない門扉、塀、看板その他の工作物 

（第２条第１号関係） 

２ 危険な状態 

次のいずれかに該当するものとすること。 

⑴ 著しい老朽化又は台風、突風その他の自然現象に伴い、空き家等が

倒壊し、又はその一部が飛散することにより、他人の生命、身体又は

財産に危害を及ぼすおそれのある状態 

⑵ 不特定者の侵入その他の不法行為により、犯罪又は火災が誘発され

るおそれのある状態            （第２条第２号関係） 

３ 所有者等 
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所有者（その相続人を含む。）、占有者又は管理すべき者とすること。 

（第２条第３号関係） 

第３ 所有者等の責務 

空き家等の所有者等は、当該空き家等が危険な状態にならないよう、

自らの責任において適正に管理しなければならないとすること。 

（第３条関係） 

 

第４ 情報提供 

市民は、空き家等が危険な状態であり、又はそのおそれがあることを

知ったときは、速やかに市長に対しその情報を提供するものとすること。                       

（第４条関係） 

 

第５ 調査 

１ 市長は、情報提供を受け、又はその他の方法により、危険な状態にあ

る空き家等に関する情報を把握した場合は、当該空き家等の実態につい

て必要な調査を行うものとすること。     （第５条第１項関係） 

２ 市長は、必要な限度において、職員を空き家等その他必要な場所に立

ち入らせ、調査をさせることができるとすること。 

（第５条第２項関係） 

３ 市長は、立入調査を行う前に、空き家等の所有者等に対し、その旨を

通知しなければならないとすること。     （第５条第３項関係） 

４ 立入調査をする職員は、身分を示す証票を携帯し、関係者の請求があ

ったときは、これを提示しなければならないとすること。 

（第５条第４項関係） 

 

第６ 助言又は指導 

  市長は、調査を行った結果、当該空き家等が危険な状態であると認め

る場合は、当該所有者等に対し、当該空き家等の適正管理その他の必要

な措置（以下「措置等」という。）に関する助言又は指導（以下「助言

等」という。）を行うものとすること。       （第６条関係） 

 

第７ 勧告 

市長は、助言等を行った場合において、相当期間が経過しても、なお

当該空き家等が危険な状態にあると認める場合は、当該空き家等の所有
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者等に対し、期限を定めて措置等を履行するよう勧告することができる

とすること。                   （第７条関係） 

 

第８ 助成 

市長は、助言等に応じ、又は勧告に従って措置等を履行する所有者等

又は所有者等の委任を受けた者に対し、別に定めるところにより助成を

行うことができるとすること。           （第８条関係） 

 

第９ 命令 

市長は、勧告に従わない危険な状態にある空き家等の所有者等に対し、

期限を定めて措置等を履行するよう命じることができるとすること。 

（第９条関係） 

 

第１０ 公表 

１ 市長は、危険な状態にある空き家等の所有者等が正当な理由なく命令

に従わないときは、次に掲げる事項を規則で定めるところにより公表す

ることができるとすること。 

⑴ 所有者等の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、名称、代

表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

⑵ 空き家等の所在地 

⑶ 命令の内容 

⑷ 市長が必要と認める事項 

（第１０条第１項関係） 

２ 市長は、公表を行うときは、事前に当該所有者等に意見を述べる機会

を与えなければならないとすること。    （第１０条第２項関係） 

 

第１１ 実効的措置 

市長は、命令を受けた者がこれを履行しない場合において、その不履

行を放置することにより、他人の生命、身体若しくは財産に重大な危害を

及ぼし、若しくは著しく公益に反するおそれがあり、又は現にそれらの状

況にあると認めるときは、目的を達成するため、代執行その他の法令の定

めるところによる実効的措置を行うことができるとすること。 

（第１１条関係） 
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第１２ 関係機関との連携 

 市長は、危険な状態にある空き家等を起因として発生するおそれがあ

る事故若しくは事件を未然に防ぎ、又は当該危険な状態の解消を図るた

め、警察、消防その他の関係機関に協力を求めることができるとするこ

と。                      （第１２条関係） 

 

第１３ 個人情報 

この条例を施行するに当たって、市の保有する個人情報その他情報を

必要な限度において利用できるとすること。    （第１３条関係） 

 

第１４ 告知方法 

１ この条例に規定する措置を行うに当たっては、危険な状態にある空き

家等の所有者等に対し告知するものとし、その方法は通知によるものと

すること。                （第１４条第１項関係） 

２ 告知が所在不明、心神喪失その他の事由により通知によることができ

ないときは、民法（明治２９年法律第８９号）第９８条第１項に規定す

る公示の方法によるものとすること。    （第１４条第２項関係） 

 

第１５ その他 

この条例は、平成２５年４月１日から施行するとすること。 


